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平成２０年２月２１日判決言渡

平成１９年（ネ）第１００６１号 特許権譲渡対価請求控訴事件（原審・東京地方

裁判所平成１７年（ワ）第２９９７号）

平成１９年１２月１２日口頭弁論終結

判 決

控訴人・被控訴人（以下「１審原告」という。）

Ｘ

同訴訟代理人弁護士 木 下 洋 平

控訴人・被控訴人（以下「１審被告」という。）

株 式 会 社 東 芝

同訴訟代理人弁護士 竹 田 稔

同 川 田 篤

同 補 佐 人 弁 理 士 玉 城 健

主 文

１ １審原告及び１審被告の各控訴をいずれも棄却する。

２ １審原告及び１審被告の各控訴に係る控訴費用は，各自の負担とする。

事 実 及 び 理 由

第１ 当事者の求めた裁判

１ １審原告

(1) 原判決を次のとおり変更する。

１審被告は，１審原告に対し，金５０００万円及びこれに対する平成１７

年２月２４日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

(2) 訴訟費用は第１，２審とも１審被告の負担とする。

２ １審被告

(1) 原判決中１審被告敗訴部分を取り消す。

(2) １審原告の請求を棄却する。
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(3) 訴訟費用は第１，２審とも１審原告の負担とする。

第２ 事案の概要

本件は，１審被告の従業員であった１審原告が，１審被告に対し，「光電面

及びその形成方法」についての特許権（日本国特許権，米国特許権，ヨーロッ

パ（ドイツ，イギリス，フランス）特許権，中国特許権及び韓国特許権）に係

る発明につき，１審被告在職中に単独で発明したものと主張して，特許法３５

条３項（平成１６年法律第７９号による改正前のもの。米国特許権，ヨーロッ

パ特許権，中国特許権及び韓国特許権については，同項の類推適用）に基づい

て相当の対価の支払を受ける権利の一部請求として５０００万円及びこれに対

する訴状送達の日の翌日以降の遅延損害金の支払を求めた事案である。

原判決は，１審原告の請求を２０７万１５７４円及びこれに対する訴状送達

の日の翌日以降の遅延損害金の支払を求める限度で認容し，その余を棄却した

ため，当事者双方が，これを不服として，各控訴を提起した。

当事者の主張は，次のとおり付加・訂正するほか，原判決の「事実及び理

由」の「第２ 事案の概要」の「１ 前提となる事実等」，「２ 争点」及び

「３ 争点に関する当事者の主張」のとおりであるから，これを引用する（た

だし，原判決２頁２４行目「被告」の直後に「（ただし当時の名称は「東京芝

浦電機株式会社」である。）」を加え，同８頁１８行目「登録保証」を「登録

補償」に訂正する。）。

なお，略語については，当裁判所も原判決と同一のものを用いる。

１ １審原告の主張（当審における補足）

(1) 本件発明の発明者（争点１）について

本件発明の本質的部分は，光電面の主成分であるアルカリ金属がＣｓＩ入

力蛍光面側に移動するという技術課題を，下地膜で解決することであるとこ

ろ，本件発明は，最初の下地膜の開発，発明の着想，発明の完成まで一貫し

て１審原告のみによって行われた１審原告の単独発明である。
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ア １審原告による下地膜の開発

１審原告は，光電面の主成分であるアルカリ金属がＣｓＩ入力蛍光面側

に移動するという技術課題を解決するため，昭和５０年７月ころ，下地膜

（アルミニウムの酸化物）の研究に着手した。また，１審原告は，光電面

そのものと，光電面がＣｓＩ入力蛍光面に関係する文献の調査（甲４１）

を行い，透明導電膜と組み合わせてバイアルカリ光電面の開発に従事した。

そして，研究開発の結果，１審原告は，Ｘ線イメージ管の感度を大幅に改

善させ，上記透明導電膜により上記技術課題の解決に成功した。

イ 本件発明の経緯

(ｱ) １審原告は，下地膜を開発し，技術課題を認識し，光電面の主成分

であるアルカリ金属を導入した後に酸素を導入するという着想に基づき，

Ａに指示して，本件発明のＯＵＰ－１に相当する実験を行った。

しかし，１審原告は，Ａから，実験の結果について，正確な報告を受

けたわけでもなく，Ａからのデータの提出を受けたわけでもなく，口頭

で感度の伸びが違ったとの報告を受けただけである。１審原告は，Ａに

対し，失敗もデータである旨伝え，詳しく話すように促したが，それに

もかかわらずＡは，正確な報告をしなかった。このような報告の経緯に

照らすならば，１審原告がＡから試行錯誤の結果の選択について，適切

な示唆を受けたものとはいえない。

(ｲ) １審原告は，酸素の効果を，Ｓｂ（アンチモン）に関連する効果を

消す目的で，ＯＵＰ－２とＯＵＰ－３の実験を企画した（甲９添付資料

２９「ＯＵＰ－２，３に続く実験」５７．７．１３）。Ａは，酸素の効

果は，アンチモン（Ｓｂ）によるものではないから，ＯＵＰ－２は不要

であるとしてＯＵＰ－２の実験に反対したものの，１審原告の指示に従

い，ＯＵＰ－２の実験を実施したという経緯がある。ＯＵＰ－２の実験

は，他の可能性を明確に消すために行った実験として意義がある。
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ＯＵＰ－３は，本件発明に関する実験であって，光電面の主成分であ

るアルカリ金属を酸化させ，アルカリ金属酸化膜を形成した効果を確認

するための実験であり，これにより本件発明が事実上完成したといえる。

以上の経過に照らすならば，Ａは，本件発明に至るまでの経緯を理解

することなく，単に１審原告の指示を受けて，実験を実施しただけであ

るといえる。このことは，１審原告の個々の本件メモでも明らかであり，

Ａは，実験補助者にすぎない。

ウ 本件発明におけるＡの役割

(ｱ) Ａの陳述書（乙３）には，「光電面の開発は理屈や理論に頼っても

なかなか上手く行かず，経験や勘というものが重要な役割を果たす分

野」であるとの記載があるが，Ａにはこうした経験や勘はなく，本件発

明のような概念を論理立てて実験を遂行していくことはできなかった。

(ｲ) 原告は，昭和５０年９月ころから光電面に関する試みである作業指

示書（甲１９ないし２１）を出し，その他にも作業指示書を出したが，

これらの作業指示書によれば，Ａは「作業者」として関与しただけであ

る。Ａが，光電面の性能向上や製造工程の改良についても関心を持ち，

研究を行っていたとみることはできない。

(ｳ) Ａは，電子技研に必要な実績において，有用な人材としての要件を

満たさず，業務を担当できる資質もなく，光電面形成の「技能者」とし

て電子技研に配属されたにすぎない。したがって，Ａが，電子技研に必

要な人材として，Ｘ線イメージ管の各種技術要素についての研究開発を

するなど，中長期的な観点からの技術開発の一部を担当したことはない。

(2) 本件発明による独占の利益（争点２－１）について

ア 「利益率」について

Ｘ線イメージ管の利益率は高率であるから，本件発明による超過売上げ

に占める利益率は，３０～４０パーセントとすべきである。
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もっとも，本件では仮想実施料率を用いるべきであり，その実施料率は

２０パーセントとすべきである。

イ 本件発明のＸ線イメージ管の価格への寄与度について

本件発明のＸ線イメージ管の価格への寄与度は，下記の評価方法によっ

て算定された５０パーセントとすべきである。

性能・品質 技術実現難 技術維持難 相関係数 技術評価点

向上係数 易度 易度 （百分比率）

係数 係数

入力窓 ５ ３ ２ １．０ １０（９％）

入力蛍光面 ４ ３ ４ １．５ １１（12％）

下地膜 ５ ３ ２ １．６ １０（９％）

光電面 ５ ４ ４ １×１．５×１．６ ５２（50％）

×１．２×１．４×

１．０

＝４．０３…

電子レンズ ２ ３ ２ １．２ ７（７％）

出力蛍光面 ３ ２ ４ １．４ ９（９％）

その他 １ ２ １ １．０ ４（４％）

(ｱ) 光電面について

ａ Ｘ線イメージ管の入力蛍光面の上に形成する光電面形成工程は，Ｃ

ｓＩ入力蛍光面の構造と関係して，要素部品の品質や性能に影響し，

種々の問題を発生する。光電面形成工程の直前に，すべての部品が組

み込まれたＸ線イメージ管は高温にベークされながら，６～８時間，

真空排気され，光電面形成工程では，アルカリ金属という極めて反応

性の強い材料を高温下で導入する。この工程で，Ｘ線イメージ管の感
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度が決まるが，他の部品性能や品質にも影響を与えるため，Ｘ線イメ

ージ管が出荷できるか否かの存否も決まる。これらの特性も含めて評

価されるべきである。

ｂ 最終工程で光電面が完成し，Ｘ線イメージ管を動作させ，光電面感

度を測定する。光電面の評価項目は，光電面の感度と一様性（シェー

ディングの有無）である。光電面感度は，いろいろな要素が入った複

合的な結果として測定される。Ｘ線イメージ管の場合，Ｘ線を発生し

て入力蛍光面の発光光が下地膜を透過した光を光源として，光電流が

測定される。

ｃ Ｘ線イメージ管を動作させて輝度を測定することができる。輝度は，

光電面から出た電子が，出力蛍光面に加速，収束されて出力蛍光面で

発光した光により測定される。輝度の一様性（分布）は，入力蛍光面

発光輝度，下地膜透過率，光電面感度，出力蛍光面のなどの分布に加

え，電子レンズの糸巻き歪み，点光源のＸ線管からＸ線イメージ管の

周辺のＸ線量が低下する原理的な分布とＸ線イメージ管入力蛍光面の

曲面の問題等，多くの要素が含まれた形で測定される。

ｄ 光電面の寿命には，本件発明の技術課題，入力蛍光面の構造，下地

膜の性質，光電面形成法が関係する。耐電圧や入出力黒点などの不良

品発生率を軽減するため，アルカリ金属の導入量を減らすと，光電面

の寿命に係る問題が発生する。他に，光電面の寿命を決める要因とし

て，Ｘ線イメージ管内に工程上発生し，又は，耐電圧不良放電で，放

出されるガスなどがある。

ｅ 以上のとおり，光電面は，光電面形成時に，他の要素部品の性能や

品質のみならず，Ｘ線イメージ管の性能や品質に，大きな影響を与え

るので，光電面については，性能，品質向上係数：５，実現難易度係

数：４，維持難易度係数：５と評価されるべきであり，他の特性，技
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術への影響を配慮すると，光電面の技術評価点は５２と評価されるべ

きである。

(ｲ) 他の要素についての評価

Ｘ線イメージ管を構成する他の要素をすべて合わせたＸ線イメージ管

の価格への寄与度は，５０パーセントを超えることはないというべきで

ある。

ａ 入力窓

入力窓については，性能品質向上係数：５，実現難易度係数：３，

維持難易度係数：２の評価とされるべきであり，光電面との相関係数

は，光電面と関連しないため，１．０と評価されるべきである。

ｂ 入力蛍光面

入力蛍光面については，性能向上係数：４，実現難易度係数：３，

維持難易度係数：４と評価されるべきであり，光電面との相関係数は

１．５と評価されるべきである。

ｃ 下地膜

下地膜については，性能品質向上係数：５，実現難易度係数：３，

維持難易度係数：２と評価されるべきであり，光電面との相関係数は，

１．６と評価されるべきである。

ｄ 電子レンズ

電子レンズについては，性能品質向上係数：２，実現難易度係数：

３，維持難易度係数：２と評価されるべきであり，光電面との相関係

数は，１．２と評価されるべきである。

ｅ 出力蛍光面

出力蛍光面については，性能品質向上係数：３，実現難易度係数：

２，維持難易度係数：４と評価されるべきであり，光電面との相関係

数は，１．４と評価されるべきである。
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ｆ その他の技術

その他，Ｘ線イメージ管の性能，品質に直接に関係する特別な技術

要素は存在しないが，個々の部品を総合すると，品質性能向上係数：

１，実現難易度係数：２，維持難易度係数：１と評価されるべきであ

り，光電面との相関係数は，１．０と評価されるべきである。

ウ １審被告の貢献度（争点２－２）について

１審被告の貢献度は，以下の要素を考慮して評価すべきである。

(ｱ) １審被告の技術の蓄積による貢献度

１審被告の「Ｘ線イメージ管を含む真空管に関する長年にわたる技術

の蓄積を背景にした研究環境」は，本件発明に係る研究環境のためだけ

に特別に設けられたものではない。１審被告の技術の蓄積は，同じよう

に，技術課題を解決しなければならなかった同僚や上司たちにも平等に

存在したはずである。技術の蓄積は，本件発明に必須なものではないか

ら，このような技術の蓄積が，直ちに１審被告の格別の貢献度とするこ

とはできない。１審被告に技術の蓄積の貢献があったとしても，１審被

告が無償の通常実施権を得たことで，１審被告の貢献は十分償われたと

考えるべきである。

(ｲ) １審被告の研究者育成についての貢献度

ａ １審原告の自発的な研究，開発

１審原告は，昭和４５年ころから，光電面を，光電面が形成された

一個の部品として扱い，他の電子管に移すことを目的とした研究をし

ていた。その研究で求められる技術は，光電面に関する技術ではなく，

超高真空技術である。１審原告は，光電面の形成された部品を，超高

真空内で他の電子管に移し，真空機密封着し，別の電子管として完成

させる研究をしていたのであって，光電面に関する研究はしていなか

った。この点から，本件発明に対する１審被告による貢献はない。
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ｂ １審原告の業務内容

１審原告の業務は，製造課において，ＣｓＩ入力蛍光面製造装置の

開発と，ＣｓＩ入力蛍光面の開発，高解像度化技術の開発をすること

であった。また，技術課に異動した後の１審原告の主業務は，新しい

Ｘ線イメージ管の開発であった。１審原告の本来業務は，１審被告Ｘ

線イメージ管に関する実績に示されているとおり，Ⅹ線イメージ管に

よる新製品を開発することであり，製品の拡販に結びつく応用技術を

開発することである。

ｃ １審被告の１審原告に対する育成の程度

職制上，１審原告が，光電面の技術に関与する必然性はないので，

１審被告の１審原告に対する育成はなかった。

仮に，１審被告の１審原告に対する育成があったとしても，他の技

術者に対して，一般に与えたものと変わらないので，１審被告が得た

無償の通常実施権で償われているというべきものである。

(ｳ) 研究開発テーマの選定

ａ 電子技研において，１審原告に与えられたテーマは，マルチアルカ

リ光電面であったが，１審原告は，同テーマについては完成させた。

当時，１審原告は，自らの裁量によって，自由にテーマを選定できた

ため，Ｘ線イメージ管に効果がないという結論が出ていた従来の酸素

増感を，研究の課題に選んだ。本件発明は，１審原告の製造課，技術

課において，下地膜の開発を行ってきた経験と，電子技研において行

った着想に基づいて，得られたものである。

ｂ 電子技研では，１審原告の研究対象以外の課題解決のため，多くの

人材と費用が投入され，本件発明への人材等の投入は少なかった。し

たがって，１審被告の本件発明に対する貢献度は小さく，１審原告の

個人的な努力や精進によって，本件発明に至ったものといえる。
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(ｴ) 研究環境

乙２によれば，研究環境に対する費用は，電子技研の，原告及びＡが

所属した，医用電子管担当グループ内の，高変換効率Ｘ線Ｉ．Ｉ．グル

ープでは，開発研究費として，昭和５６年度下期８５０万円，昭和５７

年度上期２５００万円，同年度下期３０００万円，昭和５８年度上期３

２００万円の合計９５５０万円が，また，研究設備投資額として，昭和

５７年度上期が２７００万円，同年度下期が１３００万円，昭和５８年

度上期が４２００万円の合計８２００万円が，それぞれ割り当てられ，

これらの合計額は１億７７５０万円となるとする。

しかし，上記研究環境に対する費用から，本件発明と関係ない技術の

開発費用，通称ＭＢＥ（Ｍｏｌｅｃｕｌａｒ Ｂｅａｍ Ｅｐｉｔａｘ

ｙ）の装置やＣｓＩ入力蛍光面の成膜装置等の設備投資資金，１審原告

及びＡの給与を控除すべきである。

そうすると，１審被告の提供した研究環境費用は，無償の通常実施権

で償われる範囲内の金額であるといえる。

(ｵ) 実用化，事業化に当たっての１審被告の貢献度

１審被告が，本件発明を含む，酸素増感バイアルカリ光電面及びその

製造方法に関する研究開発の成果を事業化する過程で生じた問題点及び

解決した点は大きいものではない。

排気装置への改造は，極めて廉価であり，数１０万円から１００万円

程度である。本件発明は，光電面形成の連続した流れの中で，形成でき

るという特長を有しているので，品質の向上，自動化などの効果が大き

い。また，形成時間は，従来の方法では３～４時間位かかっていたもの

が，本件発明においては５～７時間位になったので，形成時間が長くな

ったという短所も存在しない。

(ｶ) 商業的に成功させるための１審被告の貢献度
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本件発明の応用されるＸ線イメージ管は，販売体制が既に出来上がっ

ていた。本件発明は，他社のＸ線イメージ管に比べ，医療機にとって重

要な信頼性，診断能向上などの特長があるため，従来の販売体制のまま

で，販売の拡大に貢献する。したがって，１審被告が，本件発明に係る

研究を専門的に行う機会と場所及び設備を提供したこと，成果を実用化

し，商業的に成功させるために人的，物的資源を投入したことが，過大

に評価されるべきではない。

(ｷ) 以上のとおり，本件発明に対する１審被告の貢献は，発明に対する

通常の範囲内のものであり，本件発明は，１審原告の技術向上心が大き

く寄与したことを考慮すれば，本件発明に対する１審被告の貢献度は，

４０パーセントを超えるものではない。

(3) 相当の対価の額（争点２－４）について

ア 主位的請求

(ｱ) 本件日本特許権

本件日本特許権が公開された平成元年から，本件日本特許権の存続期

間が満了する平成２０年までの日本におけるＸ線イメージ管の総売上高

は，３９２２億９０００万円であるから，本件発明の実施による独占の

利益（第三者に実施させて実施料を取得した場合の利益）は，少なくと

も，１審被告の売上高の２分の１である１９６１億４５００万円に，仮

想実施料率２０パーセントを乗じた３９２億２９００万円となる。

そして，本件発明のＸ線イメージ管の売上げに寄与する割合は，少な

くとも５０パーセント，１審被告の貢献度は４０パーセント，１審原告

の単独発明であることを前提として金額を算定すると，本件日本特許に

ついては，１１７億６８７０万円が相当の対価となる。なお，本件日本

特許権に係る補償金等として，１審原告は，７万８０００円の支払を受

けているので，残額は１１７億６８６２万２０００円となる。
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３９２億２９００万円×０．５×（１－０．４）＝１１７億６８７０

万円

(ｲ) 本件各外国特許権

本件各外国特許権について，公開又は登録された時点から権利消滅時

点までのＸ線イメージ管の外国における総売上高は，２２４４億９４０

０万円であるから，上記(ｱ)と同様の割合で算定すると，本件各外国特

許については，以下のとおり，６７億３４８２万円が相当の対価となる。

２２４４億９４００万円×０．５×０．２×０．５×（１－０．４）

＝６７億３４８２万円

(ｳ) 小括

１審原告は，上記の合計額１８５億０３４４万２０００円の一部とし

て，５０００万円の支払を求める。

イ 予備的請求

仮に，主位的請求に係る主張における基礎金額が採用されない場合には，

原判決添付別表２「Ｘ線イメージ管推定売上高」の売上高に基づいて，相

当の対価を，上記と同様の方法によって算定されるべきである。

(ｱ) 本件日本特許権

本件日本特許権が登録された平成２年から平成１６年までの，日本に

おけるＸ線イメージ管の総売上高は，２２０億円であるから，本件発明

の実施による独占の利益（第三者に実施させて実施料を取得した場合の

利益）は，少なくとも，１審被告の売上高の２分の１である１１０億円

に仮想実施料率２０パーセントを乗じた２２億円となる。

そして，本件発明の売上げに寄与する割合は，少なくとも５０パーセ

ント，１審被告の貢献度は４０パーセント，１審原告の単独発明である

ことを前提に算定すると，本件日本特許権についての相当の対価は，６

億６０００万円となる。そして，既払の７万８０００円を控除した，６
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億５９９２万２０００円を請求することができる。

２２億円×０．５×（１－０．４）＝６億６０００万円

(ｲ) 本件各外国特許権

本件各外国特許権について，登録された時点から権利消滅時点までに

おけるＸ線イメージ管の外国における各売上高は，米国１２億円，ドイ

ツ８５００万円，イギリス８５００万円，フランス８０００万円，中国

１１億円，韓国１１億円となる。

そして上記と同様に算定すると，以下のとおり，米国特許について３

６００万円，ドイツ特許について２５５万円，イギリス特許について２

５５万円，フランス特許について２４０万円，中国特許について３３０

０万円，韓国特許について３３００万円がそれぞれ相当の対価となる。

（米国特許）

１２億円×０．５×０．２×０．５×（１－０．４）＝３６００万円

（ドイツ特許）

８５００万円×０．５×０．２×０．５×（１－０．４）＝２５５万円

（イギリス特許）

８５００万円×０．５×０．２×０．５×（１－０．４）＝２５５万円

（フランス特許）

８０００万円×０．５×０．２×０．５×（１－０．４）＝２４０万円

（中国特許）

１１億円×０．５×０．２×０．５×（１－０．４）＝３３００万円

（韓国特許）

１１億円×０．５×０．２×０．５×（１－０．４）＝３３００万円

(ｳ) 小括

１審原告は，上記(ｱ)，(ｲ)の金額のうち，本件日本特許について４２

８８万５０００円，米国特許について２３４万円，ドイツ特許について
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１６万５０００円，イギリス特許について１６万５０００円，フランス

特許について１５万５０００円，中国特許について２１４万５０００円，

韓国特許について２１４万５０００円の合計５０００万円を相当の対価

の一部として請求する。

(4) 主位的請求に係る主張の提出時期について

主位的請求に係る主張は，以下の理由により時機に遅れた攻撃方法には該

当しない。すなわち，訴訟提起後の売上げに関する主張については，訴訟提

起の段階では，その後の１審被告の売上げは確定していないのみならず，特

許権がその後も維持されるか否かも不明である。１審原告は，１審被告に入

社した昭和４９年１月から昭和６０年３月末まで，専ら技術・研究・開発部

門であり，一貫してＸ線イメージ管の販売価格を知る立場にはなく，製造原

価をもって売上高と理解していた。したがって，仮に主位的請求に係る主張

が時機に遅れたとしても「重大な過失」はない。

２ １審被告の反論（当審における補足）

(1) 本件発明による独占の利益（争点２－１）について

ア １審被告の技術によるＸ線イメージ管の超過売上全体に占める割合は，

①１審被告のブランド力が高いこと（乙９１，９２の１ないし３），②１

審被告が旧東芝メディカル株式会社の販売網を活用できたこと（乙９３，

９４），③Ｘ線イメージ管の技術は既に成熟しており，各社の製品の性能

差がほとんどない状況であること（乙９５）を総合考慮すると，２５パー

セント程度とみるべきである。そうすると，１審被告のＸ線イメージ管の

超過売上げの割合は，１７．７パーセントが相当である。

（１審被告の超過シェア）×（超過シェア中技術による割合）

＝（Ｘ線イメージ管の超過売上げの割

合）

７０．７％×２５％＝１７．７％
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イ 本件特許の１審被告のＸ線イメージ管技術全体に占める寄与度は，以下

のとおり，５パーセントを超えることはない。

(ｱ) Ｘ線イメージ管の入力面に係る技術には，①基板，②入力面蛍光体，

③透明導電膜，④光電面の４つの要素がある。本件発明の改良技術は，

このうちの「光電面」に係る技術であり，入力面に係る技術を全体の

「２０パーセント」とし，入力面の技術の４つの要素により単純平均す

れば，それぞれの要素について，全体の５パーセントとなる。また，

「入力面蛍光体」の方が「光電面」よりも重要度が高く，「基板」及び

「透明導電膜」も光電面に準じた重要性を有する（乙７１）。そうする

と，本件特許の１審被告のＸ線イメージ管技術全体に占める寄与度は５

パーセントを超えない。

(ｲ) そして，当時，Ｘ線イメージ管に関する研究開発は，電子技研のみ

でされていたのではなく，電子事業本部の医用電子管技術部においても，

２０人前後の研究者が従事していたこと，本件特許に係る技術は光電面

に関するにすぎず，光電面全体の比重は入力面の３分の１程度であるこ

と，本件特許に係る技術は光電面全体の技術の１６分の１にすぎないこ

と等の事情を考慮すれば，本件特許の改良技術の比重は，多くとも光電

面に係る技術の５分の１程度とみるべきである。

(ｳ) 以上により，本件特許のＸ線イメージ管の全技術に占める寄与度は，

①入力面の全技術に占める割合が２０パーセント，②光電面に係る技術

が入力面全体に係る技術に占める割合が２５パーセント，③本件特許が

光電面全体に係る技術に占める割合を２０パーセントと評価すると，１

パーセントと評価されるべきである。

ウ 本件発明による独占の利益の算定に当たっては，利益率ではなく相当の

実施料率を用いるべきであり，その実施料率は５パーセントとすべきであ

る。
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(2) １審被告の貢献度（争点２－２）について

国外売上高における１審被告の貢献度は，国内売上高におけるそれよりも

はるかに大きいものと評価すべきである。

外国特許において，特許料を納付して特許権を維持し，ライセンス交渉を

し，特許権を行使するのは，国内特許における場合より過大な費用がかかる。

国外の市場において売上げを伸ばすことは，商慣習の相違などの面で困難が

あり，多額の費用を要する。

これらの事情を考慮すると，国外売上高における１審被告の貢献度は，

「９７から９９パーセント」程度とみるべきである。

(3) 共同発明者間の貢献割合（争点２－３）について

本件発明に係る技術報告書（乙７，８）はＡが作成したものであり，１審

原告は検印を押したにすぎない。また，移管説明書（乙５５）には１審原告

とＡとの正味人員割合が０．１対０．４とされていることからすると，１審

原告とＡとの間の貢献割合は２０対８０とするのが相当である。

(4) 相当の対価の額（争点２－４）について

ア 国内売上高に係る相当の対価の算定

①（２２０億円）に，②（１７．７パーセント：７０．７パーセント×

２５パーセント），③（５パーセント），④（１パーセント），⑤（５パ

ーセント），⑥（２０パーセント）を乗じると，１万９４７０円となる。

一方で，１審被告は，１審原告に対し，国内売上高に係る相当の対価と

して，７万８０００円を支払っているから，５万８５３０円（７万８００

０円－１万９４７０円）の支払が過払いとなっている。したがって，少な

くとも，国内売上高に相当する部分については，１審被告が１審原告に対

し支払うべき相当の対価は存在しないから，１審原告の請求のうちの国内

売上高に係る相当の対価の支払請求部分は，棄却すべきである。
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イ 国外売上高に係る相当の対価の算定

①（３６億５０００万円）に，②（１１．１パーセント：４４．４パー

セント×２５パーセント），③（５パーセント），④（１パーセント），

⑤（１パーセントから３パーセント），⑥（２０パーセント）を乗じると，

４０５円～１２１５円となる。

ウ 上記アのとおり国内売上高についての過払額５万８５３０円は，結局，

法律上の原因がないのに支払われたことになるので，平成１９年１０月１

７日の本件口頭弁論期日において，その不当利得返還請求権を国外売上高

に係る相当の対価の請求権と対当額において相殺する旨の意思表示をした。

したがって，１審原告の請求のうちの国外売上高に係る相当の対価の支払

請求部分は，棄却すべきである。

第３ 当裁判所の判断

当裁判所も，１審原告の１審被告に対する本訴請求は，原判決が認容した限

度で理由があり，その余は理由がないものと判断する。その理由は，次のとお

り付加訂正するほかは，原判決の「事実及び理由」欄の「争点に対する当裁判

所の判断」（原判決５３頁１１行から８１頁６行）記載のとおりであるから，

これを引用する。

１ 原判決の付加訂正

(1) 原判決５３頁１１行目中「第４」を「第３」に改め，同５７頁１１行目

中「抱いていたこともあり」の次に「（乙３ないし５）」を加える。

(2) 原判決５８頁１行から１５行までを次のとおり改める。

「エ Ｓｂプリエバポレーションの実験

１審原告及びＡは，昭和５７年６月ころから，同年１１月ころまで，

Ｘ線イメージ管に対する光電面形成としては新しい試みを実施し，「Ｓ

ｂプリエバポレーション法」（省略）を行なった（本件メモ１９ないし

２７）。そして，１審原告は，この実験を「ＳＢＯシリーズ」と命名し
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た（甲９，２６，弁論の全趣旨）。

オ ＯＵＰシリーズの実験

Ａは，１審原告と相談の下，酸素増感法による実験を実施してきたが，

昭和５７年６月末ころ，酸素を入れるタイミングを変えた実験を実施し

た際，光電面形成前に酸素を導入したところ，試作管は測定不能な状態

となったが，光電面の感度が異なることを見出し，これを１審原告に報

告した（甲９，乙５３）。１審原告は，Ａからの報告に基づいて，光電

面形成前に酸素を導入する方法の実験を行うこととし，１審原告は，こ

れを，それまで行っていた光電面形成後に酸素を作用させ感度を向上さ

せる酸素増感法と区別するために，「ＯＵＰシリーズ」と命名した。そ

して，１審原告とＡとの意見交換を踏まえて，Ａにおいて，酸素が光電

面材料のうちアルカリ金属とＳｂのいずれの材料に作用したかを確認し，

酸素を作用させる条件等の最適化を追求する実験を進めた（本件メモ２

８～４２。甲９，乙５３，弁論の全趣旨）。」

(3) 原判決６０頁２４行目から２６行目までを，次のとおり改める。

「本件発明の内容を含む，酸素増感バイアルカリ光電面及びその製造方法

に関する研究開発の成果は，昭和５８年２月，１審被告の医用電子管技術部

に移管されたが，「Ｘ線イメージインテンシファイア用酸素増感（Ｋ－Ｃ

ｓ）バイアルカリ光電面移管説明書」の「注入人員」欄には，「総人員 ２

人（Ｘ主査，Ａ技長）」，「正味人員 ０．５（０．１＋０．４）人・年」

と記載された（乙５５）。」

(4) 原判決６３頁４行目の末尾に次のとおり加える。

「なお，１審被告の電子事業本部では，電子特許課が特許出願等の管理に

を担当していたが，提案書に記載されている発明者について，誰が実質的に

発明をしたかについての実質的な確認は行わず，提案書に記載された発明者

の氏名をそのまま転記する取扱いをしていた（乙５４）。」
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(5) 原判決６３頁７行目の「しかし，」から１５行目末尾までを次のとおり

改める。

「これに対し，１審原告は，１審被告に対して昭和６１年１２月１０日，

「＋Ｏ Ｐａｔ．出願取り下げ可否検討依頼」と題し，「①登録できる可能２

性；大，②分解調査により＋Ｏ 光電面は他の光電面と区別できる；Ａｕｇ２

ｅｒ分析，③他社は未実施；可能性大，④長寿命化には他の方法では実現困

難；⑤多結晶入力面，及び保護膜付き入力面に対して特に有効，⑥極めて有

効なＰＲポイントになる，⑦Ｍａｃｈｌｅｔｔ Ｐａｔ．公開の中で他社が

１５年或は，２０年も気付かないとは考えられない。」と記載した書面を提

出して，本件発明につき特許取得をするよう要望した（乙２４）。昭和６２

年３月３１日，関係者間で協議して，Ｘ線イメージ管を輸出する場合，輸出

先の国において，先発明の事実や先使用権を立証することは困難であること

が予想されたため，外国出願を行うこととし，第６の出願の見直しをした上

で，新たな国内出願を行い（第７の出願），それを基礎とした外国出願を行

うこと，新たな国内出願を行った後に第６の出願を取り下げる方針を決定し

た（乙２５）。そして，第７の出願である本件日本特許権に係る出願及び本

件各外国特許権に係る各出願がされた（甲２～６）。１審原告は，上記各出

願において明細書を起案したり，拒絶理由通知に対する反論を検討するなど

の作業に関与した（甲２８，２９）。」

(6) 原判決６４頁８行目の「解される。」の後に，次のとおり加える。

「そして，当該発明の課題解決に係る技術思想に至った者は，当該発明に

係る技術的思想の創作をした者，すなわち発明者ということができる。もっ

とも，本件発明のように，課題解決に係る技術が化学分野に関する場合は，

その作用効果を事前に予測することは困難であるから，課題解決に係る技術

思想を直接発見した者のみならず，課題解決に至るまでの予測を立てたり手

法を提供した者や，課題解決に係る技術思想の具体化に寄与した者も発明者
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と解するのが相当である。

本件発明に係る明細書の「発明者」の欄には，１審原告の氏名のみが記載

されている。しかし，上記(1)で認定した事実によると，当時の本件特許出

願を担当した電子特許課では，願書における発明者の記載は，提案書の発明

者欄の記載をそのまま転記していたこと，本件特許出願に先立つ第１ないし

第４の出願では，その内容が本件発明とほぼ同一のものであるにもかかわら

ず，その発明者欄には１審原告及びＡを共同発明者と記載されていたこと，

本件発明に係る出願も，１審原告のみを発明者とする社内提案の記載に基づ

いて行なわれたこと等の経緯に照らすと，本件発明に係る明細書の記載のみ

によって，１審原告を単独の発明者を認定することはできない。結局，上記

(1)で認定した本件発明に至る関与の経緯に即して，本件発明に係る発明者

を認定するのが相当である。」

(7) 原判決６９頁１１行から７０頁１９行までを次のとおり改める。

「ア 改正前特許法３５条４項に規定する「その発明により使用者等が受け

るべき利益の額」とは，使用者等が当該職務発明に係る特許権について

無償の通常実施権を取得する（同条１項）ことから，使用者等が，従業

者等から特許を受ける権利を承継して特許を受けた場合には，特許発明

の実施を排他的に独占することによって得られる利益をいう。そして，

使用者等は，特許を受ける権利を承継しない場合であっても無償の通常

実施権を取得することの対比からすれば，使用者等が特許を受ける権利

を承継して特許発明を自ら実施している場合は，これにより実際に上げ

た利益のうち，当該特許の排他的効力により第三者の実施を排除して独

占的に実施することにより得られた利益，すなわち，使用者等が実際に

受ける利益の額から通常実施権を実施することにより得られる利益の額

を控除した額をもって「その発明により使用者等が受けるべき利益」と

いうべきである（外国の特許を受ける権利の承継による相当の対価の請
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求についても，改正前特許法３５条４項が類推適用される以上，同様に

解すべきものといえる。）。

イ 上記第２，１⑺のとおり，本件において，１審被告は，本件発明につ

いて，専ら自ら実施し，第三者に実施許諾をしたことはない。

このように，発明が自社でのみ実施されている場合における独占の利

益を算定する方法としては，①本件発明を第三者に実施許諾した場合に

得られるであろう実施料収入を想定して算定するという方法や②使用者

等が超過売上高から得るであろう利益を算定する方法などが考えられる

ところである。

この点，１審原告は，上記①の算定方法に基づいて，第三者に実施さ

せた場合の当該第三者の売上げを１審被告の売上げの２分の１として，

その１０パーセントとすべきである旨主張する（判決注：当審において

は，２０パーセントと主張する。）。しかし，本件において，１審原告

は，本件発明を第三者に実施させて実施料を取得した場合を想定した場

合に，当該第三者が取得し得る売上げの多寡に影響を与える諸事情，す

なわち，例えば市場全体の規模，動向，実施品であるＸ線イメージ管の

性質，内容，市場における優位性等の諸事情について，具体的な主張，

立証をしていない。実施許諾を受けた第三者が，１審被告の売上げの２

分の１の売上げを得ることを推認させるような事情も認められない。し

たがって，１審原告の主張に係る上記①の算定方法を採用することはで

きない。

ところで，１審被告は，１審被告の市場シェアを算定し，それに基づ

いて１審被告の超過シェアを算定する方法を前提として，１審被告の主

張に係る市場シェアについては，１審被告におけるＸ線イメージ管の製

造本数及び競業他社の推定製造本数から，１審被告の国内シェアを推測

する算定方法によるべきであると主張し，１審被告社内の調査に基づい
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て１審被告の国外シェアを推測した１審被告従業員の報告書（乙８１）

を提出している。１審原告の主張に係る算定方法に合理性がない本件に

おいては，１審被告の主張に係る上記②の算定方法によるのが相当であ

るというべきである。

そうすると，独占の利益は，１審被告の売上高に，上記によって計算

した超過シェアを乗じて超過部分の売上高を算定し，これに利益率を乗

じて超過利益を算定した上で，売上高がＸ線イメージ管に関するもので

あることから，さらに，Ｘ線イメージ管の売上げに対する本件発明の寄

与割合を乗じて算定することとする。」

(8) 原判決７１頁１９行目から２０行目の「あるといわざるを得ず，時機に

後れた攻撃防御方法として，却下されるべきものである。」を「あるといわ

ざるを得ない。そうすると，１審原告の上記主張は，故意又は重大な過失に

より時機に後れて提出した攻撃の方法であり，この主張の追加により，本件

各特許の出願公開時から設定登録までの間の売上高及び本件日本特許権の存

続期間満了までの将来分を含む売上高に関して，１審被告の主張立証が予想

され，これにより訴訟の完結を遅延させることとなる。したがって，１審原

告の上記主張は，民訴法１５７条１項によりこれを却下することとする。」

と改める。

(9) 原判決７７頁２行目末尾に，行を改めて次のとおり加える。

「(1) 改正前特許法３５条４項には，「その発明がされるについて使用

者等が貢献した程度」を考慮すべきである旨規定されているが，前記のとお

り，特許を受ける権利の承継後に使用者が実施した超過売上高をもって「そ

の発明により使用者等が受けるべき利益の額」として「相当の対価」を算定

する場合において考慮されるべき「使用者等が貢献した程度」には，使用者

等が「その発明がされるについて」貢献した程度のほか，使用者等がその発

明により利益を受けるについて貢献した程度も含まれるものと解するのが相
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当である。すなわち，「使用者等が貢献した程度」には，その発明がされる

についての貢献度のみならず，その発明を出願し権利化し，特許を維持する

についての貢献度，実施製品の開発及びその売上げの原因となった販売契約

を締結するについての貢献度，発明者の処遇その他諸般の事情等が含まれる

ものと解するのが相当である。発明者の使用者等に対する「相当の対価」の

請求権はその特許を受ける権利の譲渡時に発生するものであるが，「相当の

対価」の算定の基礎となる「その発明により使用者等が受けるべき利益の

額」は特許を受ける権利の承継後に使用者が実施した超過売上高によるもの

とする以上，その超過売上高が発生するに至った一切の事情を考慮しないと

するのは衡平の理念に反するというべきである。」

２ 当審における当事者の主張に対する判断

(1) 本件発明の発明者（争点１）について

１審原告は，本件発明の本質的部分は，光電面の主成分であるアルカリ金

属がＣｓＩ入力蛍光面に移動するという技術課題をアルカリ金属酸化膜とい

う下地膜により解決することにあり，最初の下地膜の開発，発明の着想，発

明の完成に至るまで一貫して関与したのは，１審原告のみであると主張する。

しかし，原判決の第３の１(1)で認定した本件発明に至る過程によれば，

本件発明は，光電面形成完了前に酸素を加えたことが特徴であるが，下地膜

を形成することを目的としていたわけではなく，酸素の導入による増感をＸ

線イメージ管に適用することを模索していた過程で完成したものである。本

件メモ及び技術報告書（乙７，８）にも「酸素増感」の用語が用いられてお

り，「下地膜」の記載はなく，「アルカリ金属酸化膜」を「下地膜」として

用いることで増感するものであるとの認識の下で実験を重ねて本件発明に至

ったものではない。よって，１審原告の上記主張は採用できない。そして，

本件発明の発明者が１審原告及びＡであることは，原判決（当審が訂正した

後のもの）第３，１(2)記載のとおりである。
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(2) 本件発明による独占の利益（争点２－１）について

ア 利益率について

(ｱ) １審原告は，超過売上げに占める利益を算定する際の利益率を３０

～４０パーセントと認定すべきであると主張するが，上記利益率を裏付

ける証拠はなく採用することはできない。

(ｲ) １審被告は，本件発明による独占の利益の算定に当たって利益率で

はなく相当の実施料を用いるべきと主張するが，原判決（当審が訂正し

た後のもの）第３，２(1)において説示するとおり，本件においては超

過売上高に基づいて利益を算定する手法を採る以上，利益率によること

になるから，上記主張は採用できない。

イ 超過実施割合

超過シェアの獲得には，確かに，１審被告の主張するように，技術力以

外に，規模，資金力，人的資源，ブランド，営業力などの諸要素が貢献し

ているといえるが，１審被告のブランド力，販売網の利用及びＸ線イメー

ジ管の技術の成熟性を考慮してもなお，それらの要素による影響は，技術

力による影響と等しいというべきである。この点の１審被告の主張は採用

できない。

ウ 本件発明のＸ線イメージ管の売上額への寄与度

(ｱ) １審原告は，本件発明のＸ線イメージ管の価格への寄与度を５０パ

ーセントとすべきであると主張する。しかし，同主張は，これを裏付け

る証拠はなく，これを採用することはできない。

(ｲ) １審被告は，本件発明による独占の利益の算定に当たって，本件特

許に係る光電面に関する改良技術の割合を入力面に関する技術全体の２

分の１より少なく評価されるべきである旨主張する。

しかし，１審被告の主張も，以下のとおり採用できない。

ａ １審被告は，入力面を構成する技術要素のうち，「入力蛍光面」が
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最も重要であり，他の入力基板及び透明導電膜も光電面と同程度に重

要であるから，光電面は入力面の４分の１と評価すべきであると主張

する。

証拠（乙６８）によると，入力蛍光面に関する１審被告の独自の技

術は，入射したＸ線を可視光に変換する役割を担う技術であり，Ｘ線

イメージ管の感度に影響するものではあるが，ＣｓＩ柱状結晶を蛍光

膜として用いることを前提として，①当該ＣｓＩ柱状結晶に当然求め

られる性能，品質を向上させるための条件や製造装置の配置等のノウ

ハウであるか，②Ｘ線イメージ管を製造する上での必須の技術という

ものではない，その製造に当たっての条件を決定するためのシュミレ

ーション技術等にすぎないものである。

そして，証拠（乙３，４，６，７，３２，３３）によると，Ｘ線イ

メージ管の「蛍光膜」としてＣｓＩ柱状結晶を用いることが，本件発

明時において周知であったことからすれば，入力蛍光面がその入力感

度を決める上で重要なものであるといえても，上記の入力蛍光面に関

する１審被告独自の技術が本件発明の価値を上回るものということは

できない。また，入力基板及び透明導電膜についても，光電面と同等

の価値があると認定するに足りる証拠はない。なお，技術報告書（乙

６９。報告日は１９８６年（昭和６１年）３月２０日である。）によ

ると，透明導電膜の改良により入力感度が６６パーセント向上したこ

とが認められるが，本件発明後の改良によって入力感度が向上したと

しても，それをもって本件発明の価値を減ずるものとはいえない。

ｂ １審被告は，光電面を構成する技術が１６件であることから，本件

発明は光電面の技術の１６分の１にすぎず，多くとも光電面の技術の

５分の１程度とみるべきものと主張する。

証拠（乙２７，４３，６７，６８）によると，光電面を構成する技
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術としては，①Ｓｂ蒸着量制御技術，②蒸着量制御技術，③光電面形

成前の特定アルカリ金属の導入量，④アルカリ金属導入後，Ｓｂ蒸着

前の酸素導入（本件発明），⑤感度特性の安定化（酸素導入量一定化

のための装置改良），⑥短時間での光電面形成法，⑦安定的な蒸着の

ための自動光電面形成装置とスケジュール，⑧均一的な光電面を得る

ためのアルカリ導入技術，⑨安定したアルカリゼネレーターの製造技

術，⑩アルカリゼネレーターのガス低減法，⑪光電面形成温度条件，

⑫光電面形成温度条件，⑬シャッターによる不要部分への光電面形成

制御，⑭電極処理による安定な光電面形成，⑮Ｓｂ飛ばしきり技術，

⑯入力に均一にアルカリを飛ばすための電極構造があることが認めら

れるが，上記①，②，⑥ないし⑯は，ＣｓＩ蛍光面を用いるＸ線イメ

ージ管に限らない従来技術の延長線上にあるものといえるし，③，⑤

は本件発明の実施に付随するノウハウであるといえる。これらに対し，

本件発明は，Ｘ線イメージ管に用いられる入力蛍光面に化学量論的な

組成比をなす半金属とアルカリ金属から成る光電面を形成するために，

アルカリ金属酸化膜を備えるようにするものであるから，Ｘ線イメー

ジ管特有の課題を解決する技術ということができる。そして，証拠

（乙６１，６２）によると，本件発明により光電面感度が１５パーセ

ントないし２０パーセント向上したことが認められ，他の１審被告独

自の技術等と同列に評価すべきものではない。

本件発明がされた当時，電子技研におけるＸ線イメージ管に関する

研究開発は，主に光電面に関するものであったこと，本件発明につき

ノウハウとして秘匿することなく特許を取得し，維持したことに照ら

すと，たとえ１審被告が指摘するとおりＸ線イメージ管の研究開発が

電子技研以外でも行われ，また光電面において多数の技術が存すると

しても，本件発明の価値を減ずるものとはいえない。以上のとおりで
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あり，１審被告の主張は理由がない。

(3) １審被告の貢献度（争点２－２）について

ア １審原告は，１審被告の貢献度を９５パーセントより低く評価されるべ

きであると主張するが，原判決において認定した諸事情を考慮すると，１

審被告の貢献度は９５パーセントと評価されるべきである。

また，１審原告は１審被告に関する事情は無償の通常実施権の範囲内の

ものであると主張するが，１審被告の貢献度を検討するに当たっては１審

被告が無償の通常実施権を取得していることを考慮すべきものとしても，

上記事情はいずれも１審被告が通常実施権を有することを超える事情とい

うことができるので，採用できない。

イ １審被告は，その貢献度を国外売上高については９７から９９パーセン

トとすべきと主張するが，国外売上高についても国内売上高と同じく９５

パーセントとした原判決の認定に誤りはなく，採用の限りではない。

(4) 共同発明者間の貢献割合（争点２－３）について

１審被告は，共同発明者間の貢献割合について，１審原告とＡとの貢献割

合を２０対８０とすべきであると主張する。

しかし，以下のとおり，１審被告のこの点の主張は採用できない。

ア １審原告は，Ｘ線イメージ管に関する研究開発のグループの責任者とし

て，光電面に酸素を作用させて感度を向上させる酸素増感法をテーマとし

て選択し，その実験の際に必要となる酸素導入機構を考案，改良したり，

実験管を用いた実験を行うなどして準備を進め，「酸素増感実験計画」を

作成した。１審原告は，具体的な研究についても，一連の実験にシリーズ

名を付したり，Ａとのミーティングやその報告から実験結果や実験予定の

メモを作成して，Ａに示しながら実験の予定ないし計画の方針を指示，説

明した。１審原告は，光電面作成前に酸素を加えることで増感が得られる

可能性があるとのＡからの報告を受けて，その有用性を認識し，Ａと共に
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従前の方法との比較実験を実施することによって酸素の作用の効果を確認

し，本件発明を完成させた。なお，１審原告は，本件発明の完成後の権利

化の過程においても，１審被告が前記各出願を放棄ないし取り下げた後に，

本件発明を権利化すべきとの意見書を１審被告に提出したり，発明者とし

て明細書を起案したり，拒絶理由通知に対して反論の意見書を起案する等

の作業に従事した。

他方，Ａは，Ｘ線イメージ管の中で，光電面に関する開発を担当し，実

際に酸素増感光電面の実験を行い，光電面の形成前に酸素を入れると増感

し得るとの可能性を見出し，１審原告に報告し，その後の比較実験を実施

することによって酸素による作用効果を確認し，本件発明を完成させた。

Ａは，その後の過程においては，本件発明に関与しなかった。

以上の諸事情を総合すれば，１審原告とＡとの貢献割合は，一方が他方

を上回ると評価することはできず，結局，いずれも同等であると解するの

が相当である。

イ １審被告は，本件技術報告書①の報告書欄にＡの氏名が筆頭に記載され，

１審原告の氏名がＡの氏名の下に記載されていること，移管説明書中に１

審原告とＡとの人員割合が１対４とされていることを考慮すべきと主張す

る。

しかし，１審被告の上記主張は，証拠（乙４５）によると，技術報告書

は基本的に当該研究や実験を行った技術者本人が作成するものであるから，

実際に実験を行なったＡが筆頭者となっているものと考えられるし，移管

説明書の記載内容は，客観的な裏付けに乏しいものであって，上記認定し

た本件発明に対する寄与割合を左右する事情とはいえない。

よって，１審被告の主張は採用することができない。

(5) 相当の対価の額（争点２－４）について

ア 以上のとおり，１審原告の主位的請求は，その請求に関する主張が時機
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に遅れて提出した攻撃方法に当たり却下されたものであるから，理由がな

い。そして，１審原告の予備的請求については，原判決の認定するとおり，

本件日本特許の特許を受ける権利の承継に係る相当の対価の額は，１９４

万７０００円から既払金７万８０００円を控除した１８６万９０００円で

あり，本件各外国特許の特許を受ける権利の承継に係る相当の対価の額は

２０万２５７４円であり，その合計額は２０７万１５７４円となるから，

その限度で１審原告の請求を認容した原判決は相当である。

イ なお，１審被告が主張する国内売上高についての過払額の不当利得返還

請求権を自働債権として，国外売上高に係る相当の対価請求権を受働債権

とする相殺の主張は，上記アのとおり自働債権が存在しないから失当であ

る。

３ 結論

以上によれば，１審原告及び１審被告の本件各控訴は理由がないから，いず

れも棄却することとし，主文のとおり判決する。

知的財産高等裁判所第３部

裁判長裁判官 飯 村 敏 明

裁判官 大 鷹 一 郎

裁判官 上 田 洋 幸
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